　
部局長とＰＴの議論資料
【事務事業】
	項目名
	【主要検討項目　２６】密集住宅市街地整備促進補助金

	部局の考え方


	
1 府が補助を行う意義や必要性

〔住環境の改善〕

・木造密集市街地は高度経済成長期の都市形成の負の遺産、大都市圏特有の問題
・改善は広域的に取り組むべき府市共同の事業

〔防災性の向上〕

・大地震が発生した場合、大規模火災等広域的な被害を受ける危険性が高い区域

・府市ともに災害に強い都市づくりを進める責務

・インナーエリアに偏在、かつ広範囲であるため、府の緊急的な支援が必要

〔大阪府の計画上の位置付け〕

・「大阪府地域防災計画」に位置付け

・木造密集市街地を対象とする「災害に強いすまいとまちづくり促進区域」
（約2,400ha）」を指定
・その中で、緊急に整備すべき密集市街地について、大阪府が｢大阪府インナーエリア再生指針｣（H15.3）を策定し『アクションエリア（約935ha）』を指定
2 東京、大阪で補助制度を備え、大都市圏特有の問題に対応
・木造密集市街地は大都市圏特有の問題
「重点密集市街地」（全国約8,000ha）の過半が東京都と大阪府に存在

・東京都においては、『木造住宅密集地域整備事業』を大阪府と同様に実施
（H19年度補助額　約20億円）
3 密集事業と他の事業、規制誘導策を組み合わせた効率的な事業展開
・少しずつ合意形成を図る整備手法（密集事業）と面的整備手法や規制誘導策の組み合わせによる効率的な整備
4 府都市整備推進センターの役割

・行政を補完し、初動期から柔軟かつ機動性を持って事業を支援していくコーディネート役

　　　　
■目標・効果

・不燃領域率の向上（H24年度40％以上、H37年度50％以上）
・消防活動困難区域の解消（H37年度）
・事業費の一部補助により民間の力を活用して老朽建物を燃えにくい建物に建替え

建設費の約10％を国、府、市で補助（国:府:市＝2:1:１）→約40倍の投資効果


	参考データ等
	既に、府として補助採択を主要生活道路、公園の整備等に重点化。
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財政再建ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ試案（PT案）





〔見直しの考え方〕


・府の役割の純化


実情は、市町村が国費を活用しながら、①自らの区域内で行う局地的な整備であり、府が補助を行う意義や必要性を精査。


②（府県レベルでは補助制度はほとんど例がない。）


〔見直し内容〕


・市町村との役割分担の観点から、補助制度を廃止。


密集事業については、③他の既存制度（区画整理・再開発等）や各種規制・誘導策、④府都市整備推進センターのマンパワーやノウハウの活用等により、市町村の取組を支援する。
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